
　
昨
年
の
第
七
十
六
回
定
期
大

会
に
お
い
て
、
全
体
の
年
間
拡

大
目
標
を
４
５
０
名
に
決
定
。

各
支
部
と
も
目
標
達
成（
前
期:

六
月
～
十
一
月
、
後
期
十
二
月

～
五
月
）
に
向
け
拡
大
運
動
に

取
り
組
ん
で
き
ま
し
た
。

　
新
型
コ
ロ
ナ
ウ
イ
ル
ス
感
染

症
拡
大
の
影
響
で
対
面
に
よ
る

ふ
れ
あ
い
行
動
が
制
限
さ
れ
る

な
か
、
各
種
会
議
の
際
や
現
場

で
の
声
掛
け
を
中
心
に
未
加
入

者
情
報
の
収
集
を
は
か
る
運
動

を
展
開
。

　
そ
の
結
果
、東
長
崎
支
部
、浦

上
西
支
部
、西
彼
支
部
、大
村
支

部
、島
原
支
部
、佐
世
保
中
央
支

部
の
６
支
部
が
年
間
拡
大
目
標

を
達
成
。ま
た
浦
上
西
支
部
、西

彼
支
部
、大
村
支
部
、平
戸
支
部

の
４
支
部
が
年
間
組
織
純
増
を

達
成
す
る
こ
と
が
で
き
ま
し
た
。

　
今
期
に
お
い
て
組
織
全
体
の

年
間
拡
大
目
標
の
達
成
は
な
り

ま
せ
ん
で
し
た
が
、
こ
の
一
年

間
に
４
４
０
名
の
新
た
な
仲
間

が
建
設
長
崎
に
加
入
し
ま
し
た
。

　
目
標
達
成
に
向
け
未
加
入
者

の
紹
介
や
拡
大
行
動
へ
の
ご
協

力
い
た
だ
き
ま
し
た
皆
様
に
心

よ
り
感
謝
申
し
上
げ
ま
す
。

　
一
方
、
高
齢
や
市
町
国
保
加

入
、
社
会
保
険
加
入
な
ど
で

４
９
２
名
が
組
合
を
脱
退
さ

れ
、
５
２
名
の
組
織
減
少
と
な

り
昨
年
ま
で
六
年
連
続
で
勝
ち

取
っ
て
い
た
組
織
純
増
が
途
切

れ
る
こ
と
と
な
り
ま
し
た
。

　
私
た
ち
の
仕
事
・
生
活
を
守

る
た
め
の
諸
要
求
実
現
の
た
め

に
は
、
組
織
の
数
の
力
が
非
常

に
大
切
で
す
。
年
間
拡
大
目
標

を
達
成
し
、
組
織
増
勢
を
成
し

遂
げ
る
た
め
に
も
、
引
き
続

き
、
組
織
の
重
要
な
取
り
組
み

で
あ
る
拡
大
運
動
へ
ご
協
力
い

た
だ
き
ま
す
よ
う
お
願
い
致
し

ま
す
。

組
織
拡
大

総
括

一年間の支部別　目標・加入・脱退・増減数
支部名 目標数 加　入 脱　退 増減数

中　　　央 ２８ ２１ ３０ ▲ ９　
大　　　浦 １８ １５ １７ ▲ ２　
市　　　南 ２０ １９ ３０ ▲ １１
東　長　崎 ２６ ２７ ２７ ± ０
浦　上　西 ４６ ５１ ４８ ３
浦　上　東 １８ １５ １６ ▲ １
西　　　彼 ４３ ５５ ４２ １４
諫　　　早 ４７ ３３ ４６ ▲ １３
大　　　村 ３３ ５０ ３１ １９
島　　　原 ４１ ４８ ５１ ▲ ３
佐世保中央 ２８ ３２ ４８ ▲ １６
佐 世 保 東 ４０ ２８ ３９ ▲ １１
佐 世 保 北 ２４ １６ ３５ ▲ １９
北　　　松 ２０ １５ ２４ ▲ ９
平　　　戸 １５ １３ ８ ５
五島 （本部） ３ ２ １ １
合　　　計 ４５０ ４４０ ４９２ ▲ ５２

建設現場での熱中症を防ごう！

　

新
た
に
４
４
０
名
の
仲
間
が
加
入

　
　

拡
大
目
標
達
成
６
支
部
、

　
　

年
間
純
増
４
支
部

　毎年、梅雨明けの時期になると日差しが急に強くなり、急激な環境温度の変化に身体が対応し
きれずに、全国的に熱中症が発生しています。
　特に建設業では、屋外作業が多いことから、熱中症による死亡災害が全産業の中でも多くなっ
ています。
　熱中症を防ぐためには、関係者が熱中症に対する十分な認識を持つことが必要です。現場での
事故防止とあわせて、熱中症予防にも取り組みましょう。

熱中症を防ぐには
① 作業環境の面
・日除けや通風をよくするための設備を設置し、作業中は適宜散水する。
・スポーツドリンクを置くなど水分、塩分の補給が容易にできるようにする。
・身体を適度に冷すことのできる氷、冷たいおしぼりなどの物品及びシャワーなどの設備を
　備え付ける。
・作業中の温湿度の変化がわかるように、温度計、湿度計等を設置する。
・日陰や冷房室など涼しい休憩場所を確保する。
② 作業の面
・十分な休憩時間や作業休止時間を確保する。
・作業服は吸湿性、通気性の良いものを着用する。
③ 健康の面
・健康診断結果などにより、適切な健康管理と適正配置を行う。
・作業開始前はもちろん、作業中も巡視などにより作業者の健康状態を確認する。
・安全施工サイクル活動等で熱中症の予防について話し合う。

熱中症が発生したら
・熱中症対策はⅠ度のうちに。
Ⅱ度以上は休業を要することも
あり、Ⅲ度では多くの方が帰ら
ぬ人となります。

・万一熱中症が起こったら、涼しい場所で衣類をゆるめ、体を冷して経口補水液を与えます。（意
識がない場合や朦朧としている場合には無理に水分を摂らせると気管支や肺に入り危険なことが
ありますので注意してください。）
・死亡例をみると、
　・医師に見てもらわなかった例
　・具合の悪い労働者を一人で放置した例
などが多くみられます。

・応急措置を行うとともに、躊
ちゅう
躇
ちょ
せずに救急車を呼び、早めに医療機関で受診させて下さい。

・また、熱中症と思われる労働者を決して一人で放置しないで下さい。

熱中症とは
　「熱中症」とは、暑熱環境に身体
が適応できずに起こる様々な状態の
総称です。
　従来、症状によって、熱失神、熱
けいれん、熱疲労、熱射病などに分
類してきましたが、現在では、一連
の症状を総称して「熱中症」と呼ぶ
ようになりました。

重症度 症　状 対　応

Ⅰ度

・汗が、拭いても拭いても出てくる
（大量の発汗）

・めまい、立ちくらみがある
・筋肉のこむら返りがある（痛い）
＊Ⅰ度では、意識障害を認めない

✓冷所に移し、
✓安静にして体を冷やしましょう
✓水分・塩分を補給しましょう

＊通常は現場で対応が可能

Ⅱ度

・頭ががんがんする（頭痛）
・吐き気がする、吐く
・体がだるい（倦

けん
怠
たい
感
かん
・虚
きょ
脱
だつ
感
かん
）

＊Ⅱ度では、集中力や判断力の
　低下を認める

✓Ⅰ度の対応に加え、必ず誰かが
　付き添うようにしましょう
✓症状が改善しなければ
　すぐに病院に運びましょう
＊医療機関での診察が必要

Ⅲ度

・意識がない
・体がひきつける（痙

けい
攣
れん
）

・呼びかけに対し返事がおかしい
・真直ぐに歩けない、走れない
・高い体温である
＊Ⅲ度では、意識障害や臓器（肝臓等）
障害、血液凝固異常を認める

✓Ⅰ度、Ⅱ度の対応をしながら、
　すぐに救急車で、病院に運び
　ましょう

＊入院（場合により集中治療）
　治療が必要

全建総連技能者育成基金制度
　全建総連は、組合員の資格取得による技術・技能の向上、
技能者育成を支援することを目的に技能者育成基金制度を
創設。２０１８年４月から資格取得による報奨金制度を実施。
　「資格取得報奨金制度」では、取得した資格に応じ２千
～１万円を全建総連から申請者（組合）を通じて組合員の
方々へ支給されます（対象資格は下記を参照）。

◎申請方法
①資格取得報奨金制度申請書（※要印鑑持参）
②資格取得を証明する書類（合格証書、修了証明書等）
　以上を組合（各支部事務所）へ提出して申請を行って下さい。

◎申請時の注意点
・受講時に組合員であること。
・２０１８年４月１日以降に新たに合格した資格であること。
・組合費等の滞納（３ヶ月以上）がないこと。
・申請期限は資格取得から３年以内。

■対象資格　下線部の資格は２０２１年４月１日以降取得分より新たに追加。

区分１：１０，０００円
一級建築士、設備設計一級建築士、構造設計一級建築士、単一等級技能士、一
級技能士（※１）、一級施工管理技士、第一種電気工事士、電気主任技術者（第
一種、第二種）、電気通信主任技術者、給水装置工事主任技術者、登録基幹技
能者（全職種）

区分２：５，０００円
二級建築士、木造建築士、二級技能士（３２職種）、二級施工管理技士、第二種
電気工事士、電気主任技術者（第三種）、電気通信工事担当者、職業訓練指導
員免許（３６科）
測量士、建築設備士、消防設備士、建築仕上改修施工監理技術者、道路標識点
検診断士、発破技士、火薬類取扱保安責任者、消防設備点検資格者、海上起重
作業管理技士、基礎施工士、１級エクステリアプランナー、ジェットクラウド
技士、第一種冷媒フロン取扱技術者、運動施設施工技士、排水設備工事責任技
術者、配水管工技能者、金属屋根工事技士、認定ログビルダー、プレハブ建築
マイスター

区分３：２，０００円
作業主任者ガス溶接、コンクリート破砕器、ずい道等の覆工、ずい道等の掘削等、
採石のための掘削、鋼橋架設等、コンクリート橋架設等、特定化学物質等、鉛、
四アルキル鉛等、木材加工用機械、地山の掘削、土止め支保工、型枠支保工の
組立て等、足場の組立て等、建築物の鉄骨の組立て等、木造建築物の組立て等、
コンクリート造の工作物の解体等、酸素欠乏・硫化水素危険、有機溶剤、石綿

資格取得で
報奨金が
もらえます。

熱中症の分類（病態と対応）

お願い
国保組合に対する特別助成の満額確保に
むけた「ハガキ要請行動」に取り組みます。

宛先：厚生労働省
組合員・ご家族の皆様の直筆でご協力を！

June
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解体・改修・各種設備工事の元請事業者・自主施工者の皆様へ

令和４年４月からアスベスト関連規制が更に強化され、
事前調査結果の報告が義務化されます！

事前調査フローチャート
書面調査

現地調査

試料採取分析

石綿なし石綿あり石綿なし

石綿なし

石綿あり
又は

含有みなし

不明

石綿含有 石綿非含有

①設計図書等により新築工事に着手した日、建築材料を確認します。使用されている建築材料
に石綿が使用されているか否か、石綿（アスベスト）含有建材データベース等を使用した調
査を行います。

③同一材料毎に代表試料を採取・分析し、石綿含有の有無を判定します。

②現地で各部屋・部位の網羅的に確認します（書面調査との相違等を確認）。
　書面調査のみで「石綿使用なし」と判断してはいけません※1。

※1平成18年9月1日以降に設置の工事に着手したことが明らかな建築
物や、ガスケット等猶予期間を設けられていた一部製品の使用禁止
後に設置の工事に着手した工作物については、設計図書等の書面で
着工日を調査するだけで構いません。

事前調査の流れ

事前調査結果 報告の流れ（電子報告システム）

gBizID https://gbiz-id.go.jp

石綿事前調査結果報告システム
https://www.ishiwata-houkoku.mhlw.go.jp

石綿障害予防規則の概要、法令改正の内容、建築物等の解体・改修工事
や石綿の分析に関するマニュアルなど、事業者、作業者、発注者それぞ
れに向けた情報を掲載しています。
また、事前調査者の講習機関、事前調査結果報告システムについても
こちらでご確認ください。

検 索石綿総合情報ポータルサイト

事前調査結果の報告の対象となる工事・規模基準
以下に該当する工事は報告が必要です。（石綿が無い場合も報告が必要です。）

報告対象となる範囲

解体部分の床面積の合計が ㎡以上

請負金額が税込 万円以上

請負金額が税込 万円以上

事以外のものをいい、リフォーム、修繕、各種設備工事、塗装や外壁補修等であって既存の躯体の一部の
除去・切断・破砕・研磨・穿孔（穴開け）等を伴うものを含みます。

（なお、事前調査自体は以下に限らず全て必要です。）
・反応槽、加熱炉、ボイラー、圧力容器、煙突（建築物に設ける排煙設備等の建築設備を除く）
・配管設備（建築物に設ける給水・排水・換気・暖房・冷房・排煙設備等の建築設備を除く）
・焼却設備、貯蔵設備（穀物を貯蔵するための設備を除く）
・発電設備（太陽光発電設備・風力発電設備を除く）、変電設備、配電設備、送電設備（ケーブルを含む）
・トンネルの天井板、遮音壁、軽量盛土保護パネル
・プラットホームの上家、鉄道の駅の地下式構造部分の壁・天井板

工事の種類

解体

工事の対象

全ての建築物
（建築物に設ける建築設備を含む）

作業主任者技能講習のご案内
①　足場の組立て等作業主任者講習会
地区 日　　　程 会　　　場 受　講　料

長崎
地区

令和４年９月17日㈯～18日㈰
午前９時００分～午後５時００分
（受付開始：午前８時３０分より）

建設長崎本部
（長崎市城山町１７‐５８）

８，０００円
（組合員には２，０００円の
助成あり）　　　　　

【受験資格】満２１歳以上で、足場作業に３年以上従事した経験を有する者
足場作業の実務経験の要件は『３年以上』となっていますが、今後は『足場の組
立て等特別教育を受講後３年以上』になってくることが予想されます。特別教育
を受講されていない方は早いうちに受講いただきますようお願いいたします。

②　木造建築物の組立て等作業主任者講習会
地区 日　　　程 会　　　場 受　講　料

長崎
地区

令和４年11月12日㈯～13日㈰
午前９時００分～午後５時００分
（受付開始：午前８時３０分より）

建設長崎本部
（長崎市城山町１７‐５８）

８，０００円
（組合員には２，０００円の
助成あり）　　　　　

【受験資格】�満２１歳以上で、木造建築物の構造部材の組立て又はこれに伴う屋根若しくは外壁
下地の取り付け作業に３年以上従事した経験を有する者

�
【定　　員】３６名（なお、受講者が１５名未満の場合は中止する場合があります）
【受付方法】�支部にて随時受付。①受講申請書（実務経験欄の証明が必要）　②証明写真２枚（縦

３．０cm×横２．４cm)　③運転免許証など本人確認ができる証明書の写　④受講料を
持参し、各支部事務所に提出。学院発行の作業主任者手帳を所持している場合は、
提出をお願いします。

※注意！『個人事業主や一人親方の実務経験の証明について』
個人事業主や一人親方層の実務経験の証明については、自己証明の場合第三者の証明が２名
分必要になります。

☞�講習会はコロナウイルス感染拡大防止対策を講じながら実施します。今後の感染状況を注視
しながら、国・自治体の対処方針に従い対応（開催の有無）していきます。

【問い合わせ先】長崎労働局登録教習機関
長崎県建設技術専門学院本部（TEL０９５‐８６１‐９２６１）
登録No．０２５‐１（足場）、No．０２５‐３（木建）－有効２０２４年１２月－

石綿関連講習会のご案内
実施機関 石綿作業主任者技能講習 石綿含有建材調査者講習

（一社）長崎県労働基準協会
長崎市平野町 12‐11　井手ビル 2階　
TEL　０９５－８４９－２４５０
FAX　０９５－８４９－２４５８

８月23日～ 24日（長崎）
11月16日～ 17日（佐世保）
12月15日～ 16日（長崎）

10月4日～5日（長崎）

建設業労働災害防止協会　長崎支部
長崎市魚の町3－33　建設総合会館4階
TEL　０９５－８２０－７７５５
FAX　０９５－８２０－７７４４

9月15日～ 16日（諫早） 8月9日～10日（諫早）
★ 11月8日～9日（諫早）
1月17日～18日（諫早）

★オンライン講習（サテライト会場：五島） ※上記以外にも講習会実施機関はあります。

●建設業石綿含有建材調査者講習受講資格
　⑴　石綿作業主任者技能講習修了者
⑵　大学において、建築に関する課程を修めて卒業した後、建築に関して２年以上の実務経験を有
する者
⑶　短期大学において、建築に関する課程を修めて卒業した後、建築に関して３年以上の実務経験
を有する者
⑷　高等学校または中等教育学校において、建築に関する課程を修めて卒業した後、建築に関して、
７年以上の実務経験を有する者
⑸　建築に関して １１ 年以上の実務経験を有する者
⑹　特定化学物質等作業主任者技能講習を修了した者で、建築物石綿含有建材調査に関して５年以
上の実務経験を有する者

注 ）受講資格はこの他にも規定されています。
申し込み・問い合わせについては、各講習機関に直接ご確認ください。
今後（秋以降）、建設長崎でも石綿含有建材調査者講習の開催を予定していきます。

建 設 長 崎毎月１回１５日発行　　２０２２年（令和４年）６月１５日発行 （１９７４年５月３０日　第３種郵便物認可）　第 ６８4 号 �2
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▼70歳未満自己負担限度額（月額）

区分
認
定
証
交
付

自己負担限度額 食事標準
負担額

（１食当たり）３回目まで ４回目以降
※

ア

市
県
民
税
課
税
世
帯

年間所得901万円超 ○
252,600円

（医療費が842,000円超の場合は、
超えた分の１％加算）

140,100円 460円

イ 年間所得
600万円超～901万円 ○

167,400円
（医療費が558,000円超の場合は、
超えた分の１％加算）

 93,000円 460円

ウ 年間所得
201万円超～600万円 ○

80,100円
（医療費が267,000円超の場合は、
超えた分の１％加算）

 44,400円 460円

エ 年間所得201万円未満 ○ 57,600円  44,400円 460円

オ 市県民税非課税世帯 ○ 35,400円  24,600円
210円
（160円）

▼70歳以上自己負担限度額（月額）

区分
認
定
証
交
付

外来
【個人単位】

外来＋入院【世帯単位】 食事標準
負担額

（１食当たり）３回目まで ４回目以降
※

３
割

現役並みⅢ
市県民税課税所得
690万円～ 無

252,600円
（医療費が842,000円超の場
合は、超えた分の１％加算）

140,100円 460円

現役並みⅡ
市県民税課税所得

380万円～690万円未満 ○
167,400円

（医療費が558,000円超の場
合は、超えた分の１％加算）

 93,000円 460円

現役並みⅠ
市県民税課税所得

145万円～380万円未満 ○
80,100円

（医療費が267,000円超の場
合は、超えた分の１％加算）

 44,400円 460円

２
割

一般 市県民税課税所得
145万円未満 無 18,000円 57,600円  44,400円 460円

Ⅱ
市県民税の非課税世帯

○  8,000円 24,600円
210円
（160円）

Ⅰ ○  8,000円 15,000円 100円

※�過去12か月間に、世帯での自己負担額を超えた高額療養費の該当が4回以上あった場合は、４回目以降の金額
です。

国
保
だ
よ
り

限
度
額
適
用
認
定
証
の�

�

交
付
申
請
に
つ
い
て

　
入
院
や
手
術
で
医
療
費
が
高

額
に
な
る
と
き
、
限
度
額
適
用

認
定
証
（
限
度
額
・
標
準
負
担

額
減
額
認
定
証
）
を
病
院
等
の

窓
口
に
提
示
す
る
こ
と
で
、
支

払
う
額
が
三
割
全
額
で
は
な
く
、

国
が
定
め
る
自
己
負
担
限
度
額

ま
で
の
支
払
い
と
な
り
ま
す
。

▼
申
請
に
必
要
な
書
類

　
限
度
額
適
用
認
定
証
の
交
付

申
請
に
つ
い
て
は
所
属
支
部
で

受
け
付
け
て
い
ま
す
。
次
の
書

類
を
添
え
て
申
請
手
続
き
を
お

願
い
し
ま
す
。

○
保
険
証
・
印
鑑

○
マ
イ
ナ
ン
バ
ー
が
わ
か
る
も
の

○
所
得
証
明
書
※

※
加
入
者
の
所
得
証
明
書
は
原

則
不
要
で
す
が
、
自
治
体
よ
り

情
報
提
供
さ
れ
て
い
な
い
場
合

や
加
入
し
て
間
も
な
い
方
に
は
、

所
得
証
明
書
の
提
出
を
お
願
い

す
る
場
合
が
あ
り
ま
す
。

※
所
得
区
分
が
、「
非
課
税
世

帯
」
の
方
で
、
入
院
時
食
事
代

の
減
額
認
定
（
十
二
カ
月
以
内

で
九
〇
日
超
の
入
院
の
場
合
）

を
受
け
る
に
は
病
院
に
支
払
っ

た
領
収
書
と
申
請
が
必
要
で
す
。

※
限
度
額
適
用
認
定
証
の
有
効

期
限
は
毎
年
七
月
三
十
一
日
で

す
。
八
月
以
降
も
限
度
額
適
用

認
定
証
が
必
要
な
場
合
は
再
度

申
請
手
続
き
を
お
願
い
し
ま
す
。

業
務
上
の
事
故
は

労
災
保
険
で

仕
事
中
（
通
勤
途
中
も

含
む
）
の
ケ
ガ
や
病
気

の
場
合

　
仕
事
中
の
ケ
ガ
、
仕
事
が
原
因

で
起
き
た
病
気
、
仕
事
の
行
き
帰

り
の
事
故
は
、
労
災
保
険
（
労
働

者
災
害
補
償
保
険
法
）
で
治
療
を

受
け
る
こ
と
が
原
則
で
あ
り
、
国

民
健
康
保
険
は
使
用
で
き
ま
せ
ん
。

労
災
保
険
で
は
、
治
療
費
の
自
己

負
担
は
あ
り
ま
せ
ん
が
、
労
災
保

険
に
未
加
入
の
場
合
は
、
治
療
費

の
全
額
を
自
己
負
担
し
な
け
れ
ば

な
り
ま
せ
ん
。
万
が
一
の
事
故
に

備
え
、
労
災
保
険
に
加
入
し
て
下

さ
い
。

交
通
事
故
、
暴
力
行
為

等
に
あ
っ
た
ら
連
絡
を

　
交
通
事
故
や
け
ん
か
、
飼
い
主

の
い
る
犬
や
猫
等
に
咬
ま
れ
た
な

ど
第
三
者
に
よ
っ
て
受
け
た
傷
病

の
場
合
、
そ
の
治
療
に
つ
い
て
は

第
三
者
が
負
担
す
る
べ
き
も
の
で

あ
り
、
保
険
証
を
使
用
し
て
治
療

す
る
こ
と
は
で
き
な
い
こ
と
に

な
っ
て
い
ま
す
。

　
し
か
し
、
長
建
国
保
へ
所
定
の

届
出
を
行
う
こ
と
で
一
時
的
に
保

険
証
を
使
用
し
て
治
療
を
受
け
る

こ
と
が
で
き
ま
す
。

　
交
通
事
故
や
け
ん
か
、
飼
い
主

の
い
る
犬
や
猫
等
に
咬
ま
れ
た
場

合
な
ど
の
第
三
者
傷
害
に
あ
っ
た

と
き
は
す
ぐ
に
所
属
支
部
、
ま
た

は
長
建
国
保
へ
連
絡
し
て
下
さ
い
。

　
届
出
に
よ
り
保
険
証
を
使
っ
て

治
療
を
受
け
た
治
療
費
に
つ
い
て

は
、
一
旦
長
建
国
保
が
七
割
（
ま

た
は
八
割
）
を
医
療
機
関
に
支
払

い
ま
す
が
、
そ
れ
は
加
害
者
に
代

わ
り
立
て
替
え
て
支
払
う
と
い
う

だ
け
で
、
後
日
加
害
者
へ
請
求
し
、

長
建
国
保
へ
支
払
っ
て
い
た
だ
く

こ
と
に
な
り
ま
す
。

　
尚
、
届
出
や
連
絡
が
な
い
場
合
、

国
民
健
康
保
険
法
の
保
険
給
付
制

限
規
定
に
よ
り
、
医
療
費
の
全
額
、

ま
た
は
一
部
に
つ
い
て
返
還
し
て

い
た
だ
く
こ
と
に
な
り
ま
す
の
で

ご
注
意
下
さ
い
。

▼
交
通
事
故
時
の
届
出
書
類

○
第
三
者
行
為
に
よ
る
傷
病
届

○
事
故
発
生
状
況
報
告
書

○
同
意
書

○
交
通
事
故
証
明
書

▼
交
通
事
故
以
外
の
届
出
書
類

○
第
三
者
行
為
に
よ
る
傷
病
届

○
事
故
発
生
状
況
報
告
書

○
同
意
書

○
誓
約
書
（
相
手
方
）

柔
道
整
復
師
の
施
術
を
受
け
る
皆
様
へ

　
柔
道
整
復
師
（
整
骨
院
・
接
骨

院
）
に
よ
る
施
術
費
等
の
療
養
費

は
、
皆
様
の
保
険
料
等
か
ら
支

払
っ
て
い
ま
す
の
で
、
組
合
で
は

療
養
費
支
給
の
適
正
化
に
努
め
て

い
ま
す
。
特
に
、
柔
道
整
復
師
に

よ
る
療
養
に
つ
い
て
は
、
内
科
的

原
因
に
よ
る
疾
患
並
び
に
単
な
る

肩
こ
り
及
び
筋
肉
疲
労
に
対
す
る

施
術
は
保
険
適
用
外
に
な
り
ま
す

の
で
ご
注
意
下
さ
い
。

■
対
象
と
な
る
負
傷

　
医
師
や
柔
道
整
復
師
の
診
断
又

は
判
断
に
よ
り
、
急
性
又
は
亜
急

性
の
外
傷
性
の
骨
折
、
脱
臼
、
打

撲
及
び
捻
挫
で
、
内
科
的
原
因
に

よ
る
疾
患
で
は
な
い
も
の

■
健
康
保
険
が
使
え
る
場
合

◇
医
師
や
柔
道
整
復
師
に
、
骨
折
、

脱
臼
、
打
撲
及
び
捻
挫
等
（
い
わ

ゆ
る
肉
ば
な
れ
を
含
む
。）
と
診

断
又
は
判
断
さ
れ
、
施
術
を
受
け

た
と
き
。（
骨
折
及
び
脱
臼
に
つ

い
て
は
、
応
急
手
当
を
す
る
場
合

を
除
き
、
あ
ら
か
じ
め
医
師
の
同

意
を
得
る
こ
と
が
必
要
で
す
。）

◇
骨
・
筋
肉
・
関
節
の
ケ
ガ
や
痛

み
で
、
そ
の
負
傷
原
因
が
は
っ
き

り
し
て
い
る
と
き
。

【
主
な
負
傷
例
】

　
日
常
生
活
や
ス
ポ
ー
ツ
中
に
転

ん
で
膝
を
打
っ
た
り
、
足
首
を

捻
っ
た
り
し
て
急
に
痛
み
が
で
た

と
き
な
ど

■
医
師
や
柔
道
整
復
師
の
診
断
又

は
判
断
等
に
よ
り
健
康
保
険
等
の

対
象
に
な
ら
な
い
も
の
の
例

◇
単
な
る
（
疲
労
性
・
慢
性
的
な

要
因
か
ら
く
る
）
肩
こ
り
や
筋
肉

疲
労
。

◇
脳
疾
患
後
遺
症
な
ど
の
慢
性
病

や
症
状
の
改
善
の
み
ら
れ
な
い
長

期
の
施
術
。

◇
保
険
医
療
機
関
（
病
院
、
診
療

所
な
ど
）
で
同
じ
負
傷
等
の
治
療

中
の
も
の
。

◇
労
災
保
険
が
適
用
と
な
る
仕
事

中
や
通
勤
途
中
で
の
負
傷
。

■
治
療
を
受
け
る
と
き
の
注
意
点

◇
健
康
保
険
は
治
療
を
目
的
と
し

た
も
の
で
あ
り
、
前
項
記
載
の
よ

う
に
健
康
保
険
等
の
対
象
に
な
ら

な
い
場
合
も
あ
り
ま
す
の
で
、
負

傷
の
原
因
（
い
つ
・
ど
こ
で
・
何

を
し
て
・
ど
ん
な
症
状
が
あ
る
の

か
）
は
正
確
に
き
ち
ん
と
伝
え
ま

し
ょ
う
。

※
負
傷
原
因
が
労
働
災
害
に
該
当

す
る
場
合
又
は
、
通
勤
途
上
に
お

き
た
負
傷
は
健
康
保
険
等
は
使
え

ま
せ
ん
。
ま
た
、
交
通
事
故
等
に

よ
る
第
三
者
行
為
に
該
当
す
る
場

合
は
組
合
へ
連
絡
し
て
下
さ
い
。

◇
療
養
費
は
、
本
来
患
者
が
費
用

の
全
額
を
支
払
っ
た
後
、
自
ら
保

険
者
（
組
合
）
へ
請
求
し
、
支
給

を
受
け
る
「
償
還
払
い
」
が
原
則

で
す
が
、
柔
道
整
復
に
つ
い
て
は
、

例
外
的
な
取
扱
い
と
し
て
、
患
者

が
自
己
負
担
分
を
柔
道
整
復
師
に

支
払
い
、
柔
道
整
復
師
が
患
者
に

代
わ
っ
て
残
り
の
費
用
を
保
険
者

に
請
求
す
る
「
受
領
委
任
」
と
い

う
方
法
が
認
め
ら
れ
て
い
ま
す
。

こ
の
た
め
、
多
く
の
整
骨
院
等
の

窓
口
で
は
、
病
院
・
診
療
所
に
か

か
っ
た
と
き
と
同
じ
よ
う
に
自
己

負
担
分
の
み
支
払
う
こ
と
に
よ
り
、

施
術
を
受
け
る
こ
と
が
で
き
ま
す
。

◇
「
受
領
委
任
」
の
場
合
は
柔
道

整
復
師
が
患
者
に
代
わ
っ
て
保
険

請
求
を
行
う
た
め
、
施
術
を
受
け

た
と
き
に
は
、
柔
道
整
復
施
術
療

養
費
支
給
申
請
書
の
受
取
代
理
人

欄
（
住
所
、氏
名
、委
任
年
月
日
）

に
患
者
の
署
名
が
必
要
と
な
り
ま

す
。
受
取
代
理
人
の
欄
へ
の
署
名

は
、
傷
病
名
・
日
数
・
金
額
を
よ

く
確
認
し
署
名
し
て
下
さ
い
。
よ

く
確
認
を
せ
ず
、
受
取
代
理
人
の

欄
に
署
名
す
る
こ
と
は
、
間
違
い

に
つ
な
が
る
お
そ
れ
が
あ
り
ま
す

の
で
注
意
し
て
下
さ
い
。

（
手
首
の
負
傷
な
ど
に
よ
り
自
筆

で
き
な
い
場
合
は
代
筆
で
も
可
能

で
す
が
、
そ
の
場
合
は
捺
印
が
必

要
で
す
。）

◇
施
術
が
長
期
に
わ
た
る
場
合
は
、

内
科
的
要
因
も
考
え
ら
れ
ま
す
の

で
、
医
師
の
診
察
を
受
け
ま
し
ょ

う
。

◇
施
術
を
受
け
た
際
、
窓
口
支
払

い
の
領
収
証
が
発
行
さ
れ
ま
す
。

医
療
費
控
除
を
受
け
る
際
に
必
要

に
な
り
ま
す
の
で
、
大
切
に
保
管

し
ま
し
ょ
う
。

■
治
療
内
容
に
つ
い
て
お
尋
ね
す

る
こ
と
が
あ
り
ま
す
。

　
柔
道
整
復
師
の
施
術
に
要
し
た

費
用
（
療
養
費
）
は
、
被
保
険
者

皆
様
の
保
険
料
か
ら
支
払
わ
れ
ま

す
。
皆
様
が
健
康
保
険
の
適
用
範

囲
を
正
し
く
理
解
し
適
切
に
受
診

す
る
こ
と
が
医
療
費
の
適
正
化
に

も
つ
な
が
り
ま
す
。

　
ま
た
、
適
切
に
請
求
等
が
行
わ

れ
て
い
る
か
、
請
求
内
容
等
に
誤

り
が
な
い
か
確
認
す
る
た
め
、
施

術
を
受
け
た
方
に
照
会
さ
せ
て
い

た
だ
く
場
合
が
あ
り
ま
す
。
施
術

を
受
け
た
時
は
、
負
傷
部
位
、
施

術
内
容
、
施
術
日
等
の
記
録
・
領

収
証
な
ど
保
管
い
た
だ
き
照
会
の

際
に
は
ご
協
力
を
お
願
い
し
ま
す
。

保険証の使用にご注意を

高
額
療
養
費
支
給

申
請
に
つ
い
て

領
収
証
は
大
切
に

保
管
し
て
く
だ
さ
い

　
病
院
等
や
薬
局
の
窓
口
で
支

払
っ
た
自
己
負
担
（
保
険
適
用

分
の
み
）
が
、
同
月
内
で
一
定

額
（
自
己
負
担
限
度
額
）
を
超

え
た
場
合
に
、領
収
書
（
原
本
）

を
添
え
て
申
請
す
る
と
、
審
査

の
上
、
そ
の
超
え
た
額
が
高
額

療
養
費
と
し
て
支
給
さ
れ
ま
す
。

　
病
院
等
や
薬
局
に
支
払
っ
た

領
収
書
に
つ
い
て
は
、
高
額
療

養
費
の
支
給
申
請
に
は
必
要
で

す
の
で
大
切
に
保
管
し
て
下
さ

い
。

建 設 長 崎毎月１回１５日発行　　２０２２年（令和４年）６月１５日発行 （１９７４年５月３０日　第３種郵便物認可）　第 ６８4 号 �4


	s_kensetsu_P1
	s_kensetsu_P2-3
	s_kensetsu_P4

